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卒業後の所得保障



所得の保障

①障害年金

②特別障害手当

• 精神又は身体に著しく重度の障害を有するため、日常生活において常時特別
の介護を必要とする状態にある在宅の20歳以上の者に支給されます。

③生活保護

・年金や給与だけでは生活が困難な場合で、本人の預貯金等がほとんどない場
合に申請できます。

④給与や工賃



障害年金に関して

• 病気やけがによる障害で日常生活・社会生活・経済生活に困難が生じている人に、障害に応じた額の
年金を支給します。

①障害年金の受給要件

１初診日に公的年金に加入していること

２障害年金を受給できる障害状態にあること

３保険料を納付していること

しかし、20歳前に障害の状態になった方については、加入要件や保険料納付要件を問うことなく、20歳
に達したときから障害基礎年金が受給可能です。

（注）障害年金は働いていても受給することが出来ます。厚生労働省の

「令和元年 障害年金受給者実態調査」によると、障害年金を受給してい

る人の3割が働いていることがわかっています。



障害者は国民年金保険料が全額免除されます
か？

• 日本に住むすべての20歳以上60歳未満の人は、国民年金に加入する義務があ
りますが障害基礎年金ならびに被用者年金の障害年金（2級以上）を受けてい
る方は認定された日を含む月の前月の保険料から免除となります。免除と
なった場合は「国民年金保険料免除事由（該当・消滅）届」を行政に提出し
てください

• 障害年金を受給しつつ就職した場合は社会保険に加入します。障害年金受給
中は国民年金保険料は法定免除ですが、厚生年金・健康保険は免除になりま
せん。



障害年金に関して
知的障害の程度
等級 障害の程度

1級 知的障害があり、食事や身の回りのことを行うのに全面的な援助が必要であって、
かつ、会話による意思の疎通が不可能か著しく困難であるため、日常生活が困難
で常時援助を必要とするもの

2級 知的障害があり、食事や身のまわりのことなどの基本的な行為を行うのに援助
が必要であって、かつ、会話による意思の疎通が簡単なものに限られるため、日
常生活にあたって援助が必要なもの

3級 労働が著しい制限を受けるか、または労働に著しい制限を加えることを必要とす
る程度のもの

障害手当金 傷病が治ったもので、労働が制限を受けるか、労働に制限を加えることを必要
とする程度のもの



障害年金に関して

等級 障害基礎年金 障害厚生年金

1級 993,750円 + 子の加算額 報酬比例の年金額※×1.25＋配偶者加給年金（22
万8700円）

2級 795,000円 + 子の加算額 報酬比例の年金額※＋配偶者加給年金（22万
8700円）

3級 報酬比例の年金額※（最低保障額：59万6300
円）

障害手当金

・子の加算に関しては、1～2人目には各22万8700円、3人目以降には各7万6200円になりま
す。
・前年の所得額が4,721,000円を超える場合は年金の全額が支給停止となり、3,704,000円を
超える場合は2分の1の年金額が支給停止となります。
・障害基礎年金にプラスして、前年の所得額が「４７２万１０００円＋扶養親族の数×３８
万円」以下であれば、等級に応じた年金生活者支援給付金を受給できます。
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障害基礎年金に関して

①年金事務所や市の担当窓口に行き、受給要件の確認と必要書類を受け取

る。

②診断書を作成する病院の予約

• 精神の障害の診断書は原則、精神保健指定医又は精神科を標ぼうする医師が記入していただくことに
なっています。ただし、てんかん、知的障害、発達障害、高次脳機能障害など診療科が多岐に分かれ
ている疾患について、小児科、脳神経外科、神経内科、などを専門とする医師が主治医となっている
場合、これらの科の医師であっても、精神・神経障害の診断又は治療に従事している医師であれば記
入可能です。

③申立書の作成

• 知的障害の場合、原則的に初診日は知的障害を疑って病院に行った日ではなく、出生日になります。

• 発達障害の診断もある場合、知的障害と発達障害の２つの病名で申請することもできます。



• 申請書の表面は生活歴、受診歴、
職歴などを、記載します。

• 医療機関に受診していた場合、
いつからいつまで受診していた
かを記載します。

• 「病歴・就労状況等申立書」
の欄に出生～幼稚園、小学校、
中学校、高校、現在と時期を分
けて、本人の状態が同年齢の人
に比べてどうだったか、どのよ
うなことで本人や家族が困って
いたか、どのような支援が必要
だったか、できるだけ詳しく記
入してください。



• 申請書の裏面は現在の就労状
況や日常生活能力を記入しま
す。

• 「日常生活能力」は、日常生
活を社会人として援助を得な
いで送ることができる能力で
す。保護者や援助者の声掛け
が無いとできないようでは、
いくら動作自体ができても
「ひとりでできる」ことには
なりません。 アパート等での
単身生活を想定して記入して
ください



障害年金に関して

• ③診断書の作成

• 20歳時点の請求手続きを行う場合は、原則、20歳到達日前後３か月以内の障害状態を
記載した診断書の提出が必要です。また、20歳を過ぎてから請求手続きを行う場合は、
請求日以前3か月以内の障害状態を記載した診断書の提出が必要です。

• 医療機関に受診し、診断書は精神用のものを使い、書いてもらいます。診断書料は医
療機関によって異なりますが、普通5千円から1万円ぐらい。これは自己負担です。申
立書ができていたら、先生にお渡しをしましょう。

• 知的障害で申請する場合、診断書には発達検査の結果を記人する欄がありますが、開
業医では検査ができないことがあります。療育手帳の判定を受けた知的障害者更生相
談所で検査検査の結果を証明書にして発行してもらえます。





障害基礎年金に関して

④年金事務所への書類の提出

（１）申請者（本人）名義の通帳（郵便局または銀行）

（２）年金手帳

（３）マイナンバーカード

（４）療育手帳

（５）概況申立書

（６）診断書

（７）年金請求書

請求後、書類の内容確認が必要となることがありますので、提出前に必ずコピーを取りましょう。

障害年金の受給決定後は、ほとんどの場合、定期的に更新手続き（診断書の提出）があります。そのときに以前提
出した診断書のコピーが役立ちますので、大切に保管しておきましょう。



障害基礎年金に関して

⑤年金の支給に関して

•障害年金の支給が認められると、ご自宅に年金決定通知書（年金証書）が届きます。
年金決定通知書（年金証書）には、支給される年金の額が記載されています。年金の基
礎金額はもちろん、扶養家族がいるなどの加算事由がある場合は、いくら加算されるの
かも記載されています。。

年金は、原則として偶数月の１５日に振り込まれます。１５日が金融機関の休業日であ
る場合は、その直前の営業日に振り込まれます。初回の年金については、奇数月に振り
込まれることもあります。

年金は、受給権が認められた月の翌月分から支給されることになっています。いつ受給
権が認められたのかは、年金決定通知書（年金証書）に記載されています。



障害基礎年金に関して

• 年金の認定がされる時に、障害の程度が変わりそうな人については、数年ご
とに診断書の提出を求め、障害の程度が見直されることになっています。 そ
の結果、障害の程度が軽くなったと判断された時は、等級が変わったり、支
給されなくなることがあります。不支給の場合は不支給決定通知書または却
下通知書が送付されます。

• 障害年金の裁定などの決定に不服がある場合は、処分のあったことを知った
日の翌日から60日以内に、社会保険審査官に審査請求を行うことができます。



障害基礎年金の申請に関して

• 一般就労されている方だと年金が通りにくい方もいます。

• 年金申請を専門にしている社労士（社会保険労務士）に相談することもでき
ます。

• 相談をすれば必ず申請が通るというわけではないですが、自力で申請するよ
りも専門的な知識やノウハウをもっておられるので、相談をすることで年金
がおりた方も実際におられます。

• 相談事業所から社労士を紹介することも可能です。ただ、社労士を利用する
場合、報酬が発生するので確認が必要です。



収入例

利用者がもらえる額 留意事項

障害基礎年金2級 66250 円 2か月に1回支給

障害年金生活者支援給付金 5140円 2か月に1回支給

工賃 18000円

合計 89390円



特別障害者手当

1 目的

精神又は身体に著しく重度の障害を有し、日常生活において常時特別の介護を必要とする特別障
害者に対して、福祉の向上を図ることを目的にしています。

2 支給要件

精神又は身体に著しく重度の障害を有するため、日常生活において常時特別の介護を必要とする
状態にある在宅の20歳以上の者に支給されます。

3 支給月額（令和４年４月より適用）27,300円

４ 支払時期

特別障害者手当は、原則として毎年2月、5月、8月、11月に、それぞれの前月分までが支給され
ます。

5 所得制限

受給資格者（特別障害者）の前年の所得が一定の額を超えるとき、もしくはその配偶者又は受給
資格者の生計を維持する扶養義務者（同居する父母等の民法に定める者）の前年の所得が一定の
額以上であるときは手当は支給されません。



収入例
1級の方の場合 利用者がもらえる額 留意事項

障害基礎年金1級 82,812 円 2か月に1回支給

障害年金生活者支援給付金 6,425円 2か月に1回支給

特別障碍者手当 27,980円 年4回、3か月分まとめて支給

合計 117217円



生活保護
• 生活保護は、世帯の収入だけでは国が定める保護基準（最低生
活費）に満たない場合に、受けられます。その場合、不足する
額を保護費として支給し、最低生活を保障します。

• 収入が保護基準（最低生活費）を超えるときは、生活保護を
受けられません。



生活を営む上で生じる費用 扶助の種類 支給内容

日常生活に必要な費用
（食費・被服費・光熱費
等）

生活扶助 1.基準額は、(1)食費等の個人
的費用
2.(2)光熱水費等の世帯共通費
用を合算して算出。
特定の世帯には加算がありま
す。(母子加算等)

アパート等の家賃 住宅扶助 定められた範囲内で実費を支
給

介護サービスの費用
（介護保険の利用に伴うもの）

介護扶助 費用は直接介護事業者へ支払
(本人負担なし)

医療サービスの費用 医療扶助 費用は直接医療機関へ支払
(本人負担なし)



生活保護に関して

• 最低生活費月額１１万円で収入が障害基礎年金月額８万円あったとすると、
生活保護費は３万円支給されます。

• 生活保護費は適当に計算しているわけでなく、国の基準できちんと計算され
ます。

• 親や兄弟に「扶養照会」といって「この方の生活費を出すことができません
か？」という問い合わせがある場合もありますが、その時は、「自分たちの
暮らしで精いっぱいなので、無理です。」と、紙に書いて提出してください。
もちろん、経済的にものすごく余裕がある場合は、扶養していただけたらと
思います。



賃金の支払形態は、月給制が 24.8％、日給制が 1.9％、時給制が 72.5％、その他が 0.6％、
無回答が 0.2％となっている。

令和５年６月時点で回答事業所（6,406 社）において雇用されている知的障害者は 5,964 人
であり、復元すると推計 27 万５千人であった。

令和５年度障害者雇用実態調査結果報告書
令和５年６月調査厚生労働省職業安定局障害者雇用対策課





将来の暮らしにどれくらいお金がかかるか
考える

• 「どこにすんでいるか」

• 「誰とすんでいるか」

• 「どんな暮らしがしたいか」

• 「被服費」「食費」「住居費」「交通費」「遊興費」「通信費」（パソコンやスマホ）

• 「季節ごとの買い物(例：衣類、布団、暖房器具…)」「大きなお金（家電の購入等）」

• 「福祉サービスの自己負担分」

• 「医療費はどれくらい考えればいいか。」

（持病がある場合とない場合で違う。住んでいる地域によって、持っている手帳によって、病気によっ
て、助成の制度が違う。」

• 「社会保険料」。



暮らす場とお金 ①

基本にかかるお金 考慮すべきこと
生活保護制度の利

用

賃
貸
ア
パ
｜
ト
等

障害のない人と同じような生活費がかかりま
す。

加えて、ホームヘルパーなどの福祉サービス
の利用料がかかりますが、本人の収入にあわ
せて利用負担金には上限がかかります。

障害のある方の所得補償が遅れ
ている日本では、収入の少ない
方が多いため、ホームヘルパー
などの利用負担金は必要な量の
支援を使っても、月額 0円～
4600円の方が多いように思いま
す。（ヘルパーと遊園地などに
行った際はヘルパーのチケット
代等が別途必要になります。）

利用できる。
（預貯金がな
い場合など一
定の条件があ
る）

親
の
残
し
た
家
等

ひとり暮らしと同じ生活費がかかります。
家賃がいりませんが、固定資産税等を払う必
要があります。
家の管理、町内の付き合いなどをどのように
していくのか決めておく。

ヘルパー等の福祉サービスの利
用が可能ですが、本人の収入に
あわせた自己負担金が発生しま
す。

不動産をもっ
ていると生活
保護制度が使
えないことが
多いので、不
動産の名義に
は注意。



暮らす場とお金 ②

基本にかかるお金 考慮すべきこと 生活保護制度の
利用

グ
ル
｜
プ
ホ
｜
ム

利用負担金（家賃、食費、光熱水費、日
用品費等）多くのグループホームは障害
基礎年金で基本的には暮らしていけるよ
うな金額に設定されているが、最近は、
年金額を超える高いグループホームも増
えてきている
ちなみに、大津市では、55,000円～
65,000円程度が標準。8万円を超えると
ころもあり。

被服費や交通費、通信費、ど
の程度の余暇（人生の楽し
み）を希望するか
→生活に必要な金額は変わる。

利用できる。
（預貯金が
ない場合な
ど一定の条
件がある）

入
所
施
設

利用負担金（食費、光熱水費、日用品
費）を支払った後、手元に2万～2万5千
円程度残るような利用負担額に設定され
ている。

被服費や交通費、通信費、ど
の程度の余暇（人生の楽し
み）を希望するか
→生活に必要な金額は変わる。

利用できな
い。（生活
保護になら
ないところ
まで減免措
置）



グループホームの利用料金（例）
利用者が支払う額 留意事項

障害福祉サービス利用料 0円 本人が非課税の場合

家賃 27000円
（家賃37000円）

補足給付費として家賃補助が最大1万円出た場合。

光熱費 10000円

食費 24000円 朝食代300円と夕食代500円

日用品費 4000円 共用の日用品費

合計 65000円

・昼食代や交通費や衣類代や携帯電話代や娯楽費等が別途かかります。
・ホームの入居にあたり、各自が部屋で利用する布団やテレビ等の購入費
用がかかります。



利用者が支払う額 留意事項

グループホーム利用料 65000円

通所昼食代 10000円 通所事業所で弁当を購入する場合

携帯電話代 3000円

健康保険料 2000円

お小遣い 9000円

移動支援利用料 1000円 毎週1回移動支援利用。車両送迎支援

合計 89000円

グループホームに入居した場合の収支例
利用者がもらえる額 留意事項

障害基礎年金2級 66250 円 2か月に1回支給

障害年金生活者支援給付金 5140円 2か月に1回支給

B型の工賃 18000円

合計 89390円



入所施設の実費負担について

・入所施設の食費・光熱水費の実費負担については、54,000円を限度として施
設ごとに額が設定されることとなりますが、低所得者に対する給付については、
費用の基準額を54,000円として設定し、食費・光熱水費の実費負担をしても、
少なくとも手元に25,000円が残るように補足給付が行われます。



障害福祉サービスの利用者負担について

区分 世帯の収入状況 負担上限月額

生活保護 生活保護受給世帯 ０円

低所得 市町村民税非課税世帯(注1) ０円

一般１ 市町村民税課税世帯（所得割１６万円(注2)未
満）
※入所施設利用者（２０歳以上）、グループ
ホーム・ケアホーム利用者を除きます(注3)。

９，３００円

一般２
上記以外

３７，２００
円
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＜障害者の場合＞

＜障害児の場合＞

区分 世帯の収入状況 負担上限月額

生活保護 生活保護受給世帯 ０円

低所得 市町村民税非課税世帯 ０円

一般１

市町村民税課税世
帯
（所得割２８万円
(注)未満）

通所施設、ホームヘルプ
利用の場合

４，６００円

入所施設利用の場合 ９，３００円

一般２ 上記以外
３７，２００

円

種別 世帯の範囲

１８歳以上
の障害者
(施設に入所
する１８、
１９歳を除
く)

障害のある方と
その配偶者

障害児
(施設に入所
する１８，
１９歳を含
む)

保護者の属する
住民基本台帳で
の世帯

（注）収入が概ね８９０万円以下の世帯が対象となります。

＜世帯の範囲＞

種別 世帯の範囲

１８歳以上
の障害者
(施設に入所
する１８、
１９歳を除
く)

障害のある方と
その配偶者

障害児
(施設に入所
する１８，
１９歳を含
む)

保護者の属する
住民基本台帳で
の世帯

＜世帯の範囲＞



利用者負担に関する配慮措置
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自立支援医療（精神通院医療）に関して

①対象者

・てんかん発作のある方をはじめとして精神作用物質による急性
中毒又はその依存症、知的障害、精神病質その他の精神疾患の方
で、通院による精神医療を継続的に必要とする程度の病状の方が
対象となります

②利用できる医療機関

「指定自立支援医療機関」（病院・診療所、薬局、訪問看護ス
テーション）で利用できます。利用できる医療機関や薬局は、申
請時に登録した1ヵ所のみです。ただし、脳波検査やMRIなどの
設備がない場合は、設備のある病院をもう1ヵ所追加することが
できます。



自立支援医療（精神通院医療）に関して

③助成内容
・自立支援医療の対象となる医療について、自己負担は医療費の1割
となります。また、低所得世帯の方や、一定負担能力があっても、継
続的に相当額の医療費負担が生じる方々については、1月あたりの自
己負担に上限額が設定される負担軽減策があります。



自立支援医療（精神通院医療）に関して

④申請に関して

・通院している医療機関の主治医に診断書を準備いただき、お住
まいの市町の障害担当課において、申請をします。

・申請が認められると「自立支援医療受給者証」と「自己負担上
限額管理票」が交付され、それらを提示することで医療費が軽減
されます。

・1年に1回更新が必要となります。



福祉医療費受給券
(重度心身障害者老人等福祉助成券)
①対象者

・身体障害者手帳1級または2級の交付を受けている人(後期高齢者医療保険加入者除く)

・知的障害最重度～中度(療育手帳A1・A2・B1)の人(後期高齢者医療保険加入者除く)

②助成内容

・保険適用総医療費から保険給付の額と自己負担金を控除した額[自己負担金]

通院：保険医療機関ごとに1ヶ月につき500円（ただし、院外処方による調剤薬局での自己
負担金はありません。）

入院：1日当たり1,000円、月額14,000円を限度ただし、低所得者は自己負担金はありませ
ん。（低所得者：市町村民税非課税者（本人ならびに配偶者およびその他の扶養義務者で
主として生計を維持する者））

③申請方法

・担当窓口で、福祉医療費受給券(または重度心身障害者老人等福祉助成券)の交付申請を
してください。



金銭管理と権利擁護



権利擁護

• お金を使う権利をどう保障していくか？

→使いすぎ、無駄遣い？使い方が分らず貯まってしまう。

・計算ができる事も大切だけど、金銭感覚をどう養うか？

・金銭感覚とは、「お金に関して、親和性を持ち、日常生活においても積極的
に話題に取り上げ、自分の生活レベルから、物の高い安いを感覚的に判断でき、
しかも収入を使い切ることなく、貯蓄行動もきちんととれ、金銭管理がしっか
りしていること、そういう教育を受け続けていること」



消費生活トラブルの背景

• 人を信じやすい、疑うことを知らないことが影響していると考えられる事例

• 典型的な消費者トラブルや詐欺の手口等への知識が不足していること、過去
の経験を目の前の事態に関連付けたり、応用したりすることが苦手

• 障がい者に対する周囲の 十分な理解や配慮 、又は障がい者自身が 社会の中で
十分な経験を積める環境が整っていない

• 身のトラブルを「消費者トラブル」ではなく、単に「困ったこと」などと認
識しどこにも相談しない



巻き込まれやすい消費生活トラブル

• 迷惑メールや詐欺メールを真に受けてしまう。世の中には、いろいろな手口でだまそ
うとする人がいることや、知らない人からの電話やメールは、無視してもよいこと、
逆に無視すべきということを伝えて行く必要があります

• スマートフォンのゲーム課金によるトラブル。ゲームの課金については、様々なもの
があり、無料か有料か、最初は無料でも途中から有料になるなど、一見すぐにわから
ないものもあります。有料サービスを利用するときには、課金状況を確認することが
必要です。また、クレジットカードやプリペイドカードを使って支払う場合には、お
金を使った感覚がなくなりがちになってしまうことも注意しておきたい点です。

• 訪問販売や通信販売は、顧客に商品を買わせるプロです。最近では、継続購入を促す
ためによくできたビジネスモデルになっていることも少なくなく、初回は無料だけど、
1年以上契約をしなければならないものなどが増えています。契約内容をしっかり確
認しないまま購入してしまい、消費者トラブルに巻き込まれることも多くあります。
そのような時には、クーリング・オフ制度を活用しましょう。



消費生活センター

• 消費者基本法では「消費者と事業者との間の情報の質及び量並びに交渉力等
の格差」を認め、国や地方公共団体に消費者の権利の尊重とその自立の支援
を求めています。

• こうしたことから地方公共団体は消費生活センターを置いて、消費者被害の
救済やくらしに役立つ情報提供、消費者教育・啓発などの行政サービスを
行っています。

• 消費者ホットライン「１８８（イヤヤ）」に電話すると、お住まいの地域の
消費生活センターにつながります。



お金に関するトラブルが発生する場合があるというお話がありました
が、障害者の方がクレジットカードの審査や契約に置いて家族などが
使用に制限をかけるなどの制度はあるのでしょうか

• 借りすぎを防止するために活用できるのが、「貸付自粛制度」という仕組みがありま
す。貸付自粛制度とは、日本貸金業協会、全国銀行個人信用情報センターのどちらか
に借り入れの自粛を要請することにより、カードローンといった金融機関からの借り
入れを5年間制限することができる制度のことです。申請をすることで、株式会社日
本信用情報機構（JICC）と株式会社シー・アイ・シー（CIC）、全国銀行個人信用情
報センターという3つの個人信用情報機関にその情報が登録され、その3社に加盟して
いる金融機関からは一切の借り入れが行えなくなります。

• 貸付自粛制度は、金融機関からの借り入れを強制的に止めることができるほどの強力
な効力を持っているので、基本的には対象者本人か法定代理人しか申請することがで
きません。ただし、対象者の配偶者または二親等内の親族は、次の要件を満たしてい
ると申請することができます。

＊貸付自粛が、対象者本人の生命や財産を守るために必要であること

＊対象者本人の同意を得るのが困難なこと



トラブルに巻き込まれたとき

• 地域で生活しているといろいろなトラブルに巻き込まれる可能

性もあります。その時に大切なことは「かかえこまない」ことです。相談支援
事業所等に相談してください。何かあった時に相談できる人、本人のことを
知ってくれている第3者の支援者を普段から作っておくことが大切です。

・トラブルに巻き込まれたときの弁護士費用や、他人にけがをさせたり物を壊
したりして賠償が必要な時のために知的障害の方向けの民間保険に加入するこ
ともできます。



子ども名義の口座の開設及び出金に関して

• 障害がある方も成人すると、親権は失われ、例えば、預金の契約、財産の相
続などに本人が意志を示すことが必要になります。

• 成人になると銀行で子ども用の口座を新しくつくったり、引き出したりする
ことは、本人でなければ家族と言えども代理人として指定されていない者以
外は原則認めていません。

• もちろん、障害のある方でも一定の意思能力がある場合、自分の口座から預
金を引き出してきて欲しいと家族に依頼した場合であれば、法律的には問題
ありません。

• 本人名義の銀行口座は本人が18歳（可能であれば15歳）になる前に親権者が
銀行口座を開設しておくのが良いです。



子ども名義の預貯金に関して

• お金を管理している口座が子どもの名義でも、お金の出どころが親であれば、
親から子への贈与とみなされ、贈与税が課税されます。そのため、名義預金
とみなされると子どもに贈与税が発生する可能性があります。なお、年間１
１０万円以下の贈与であれば、贈与税は課税されません。

• 通帳・キャッシュカード・銀行印を親が管理していた場合や、子どもが贈与
を受けたことを認識していない場合、子どもの財産ではなく親の財産と判断
されるので、親が亡くなった際に相続財産となり遺産分割の対象となります。

• 子が成人後は、親は自由にお金の引き出しなどができなくなる場合がありま
す。



成年後見制度

・判断能力が不十分なため契約等の法律行為を行えない人を後見人等が代理し、下記の
ような必要な契約等を締結したり財産を管理したりして本人の保護を図るものです。

＊ 預貯金の管理・解約

＊ サービス利用の契約

＊ 身上監護（本人の生活環境を整えるための支援。）

＊ 不動産の処分

＊ 相続手続

→手術や治療に関する医療行為への同意は後見人はできません。



法定後見３つの類型

後見人 多くの手続・契約などを、ひとり
で決めることが むずかしい方

すべての契約などを

・代わってしてもらう（代理権）

・とりけしてもらう（取消権）

保佐人 重要な手続・契約などを、ひとり
で決めることが心配な方

財産にかかわる重要な 手続・契約などを

・いっしょに 決めてもらう（同意権）

・とりけしてもらう（取消権）

・代わって してもらう（代理権）

補助人 重要な手続・契約の中で、ひとり
で決めることに心配がある方

一部の限られた 手続・契約など

・いっしょに 決めてもらう（同意権）

・とりけしてもらう（取消権）

・代わってしてもらう（代理権）



成年後見人の仕事は？

できること できないこと

・福祉サービス利用の手続や契約

・保険料や税金の支払やお金の出し入れ

・定期的な訪問や生活状況の確認

・施設入所の手続

・書類の確認や福祉サービス事業者等へ
の改善の申し入れ

・よくわからずにした契約の取り消しが
できることもある

・日用品の買い物など、 日常生活に関す
ること本人への直接の介護や掃除など

・施設入所契約や賃貸契約などの「保証
人」

・病院で手術や輸血、検査等の「医療行
為への同意 」

・本人の結婚や離婚などについての手続
きや、本人に代わって遺言を書く



成年後見制度を使うメリットは？

• ①詐欺、悪徳 業者などからの被害防止

• ②金銭管理で生活費のやりくり支援

• ③医療・福祉など事 業者との契約行為を代理

• ④相続手続などを代理

• ⑤虐待からの救済、保護

• ⑥自分らしい生活を送れるように、一緒に考えてくれる

• ＊デメリット

• ①成年後見制度を利用すると途中でやめることはできません。

• ②専門職がした場合、報酬が発生します。

• ③親族がした場合、毎年裁判所に報告書を提出する必要があります。



成年後見人などはどんな人がなるの？

• 成年後見人等は、ご本人のためにどのような保護・支援が必要かなどの事情に応じて、家
庭裁判所が選任することになります。

• 成年後見人などには、家族や親せきのほか、福祉の専門家（社会福祉士）、 法律の専門家
（弁護士、司法書士）などがなります。専門的な勉強をした地域の人（市民後見人）や、
後見をしてくれる団体（法人後見）などがなることもあります。団体に頼むと組織の複数
の人数でチーム対応します。

• また、複数の人（家族と専門家等）にしてもらうこともできます。最初は、親御さんと専
門家で複数後見をすることで、親御さんがどのようなことを大切にされているか、どのよ
うなお金の使い方をされてきたかを専門家も理解して支援することができます。

• なお、家族が後見人になっていて、遺産相続を受ける場合、利益相反になるので「特別代
理人」を立てることになります。ご本人が不利にならないように遺産分割がされます。



成年後見制度を利用する流れ

相談する

申立人を決め、

必要書類を揃

える

申立て手続き

を行う

家庭裁判所の

調査官が面談

調査を行う

家庭裁判所が

本人の判断能

力を確認する

後見人の選任



申し立てにかかる費用

申し立てた人が下記の支払いをします。

・診断書・戸籍謄本等経費 約2千円～１万円

・申立て費用 約８千円

＜場合によっては以下の費用もかかります。＞

・鑑定費用約５万円（実際は申立ての1 割程度の人が対象）

・申立て代行費用（弁護士や司法書士にお願いをする場合）

＊申立費用の助成制度があります（法テラス）



利用にかかる費用

• 専門家の後見人に支払う報酬はだいたい月２万円程度が目安です。しかし、
預貯金や不動産などをたくさん持っておられる方の場合は、財産管理もそれ
だけ複雑にもなりますので、裁判所の判断で高くなる場合があります。

• ただし、資産がなく、成年後見制度の利用が困難な状況にある場合には、各
市町村に「成年後見人等報酬助成金」の制度がありますので、ご活用くださ
い。



成年後見制度の見直しの議論が開始

• 令和4年8月12日、現行の成年後見制度の下記改善点等について、法務省が
2026年度までに民法などの改正法案の国会提出を目指して検討を始めました。
政府は２０２６年度までの改正を目指しています。

• （1）本人にとって適切な時機に必要な範囲・期間で利用できるようにすべき

• （2）終身ではなく有期（更新）の制度として見直しの機会を付与すべき

• （3）本人が必要とする身上保護や意思決定支援の内容やその変化に応じ後見
人を円滑に交代できるようにすべき



法務省 法制審議会第１９９回会議配布資料



法務省 法制審議会第１９９回会議配布資料



地域福祉権利擁護事業

• 社会福祉協議会が事業を行っています。知的障害者、精神障害者の方で、本
人契約できる方が対象です。利用料がかかります。

☆毎日のお金の管理のお手伝い

• 預貯金の出し入れ、医療費や、公共料金の支払いなどを手伝ってくれます。
お金を渡す回数や方法もご本人と専門員とが相談して決めます。

☆書類等預かりサービス

• 預貯金通帳、証書など、大切な書類や印鑑を貸し金庫で保管してくれます。



地域福祉権利擁護事業と成年後見制度

地域福祉権利擁護事業 成年後見制度

判断能力 契約する能力はあるが、金銭管理
は支援が必要

判断能力が難しい、もしくは不十分

利用開始の方法 社協に申し込み、本人と契約。 本人、配偶者、4親等内の親族、市長などが
家庭裁判所に申し立て審判

費用 利用料がかかります。 なお、生活
保護世帯は無料です。

家庭裁判所が決めた報酬を支払う。

支援する人 社協の専門員と生活支援員 親族、弁護士、社労士、社会福祉士、法人等

支援内容 福祉サービス利用援助、日常的な
金銭管理、書類預かり

財産管理や身上監護に関する法律行為全般。
代理権や取消権や同意権がある。
（医療同意はできない）



親亡きあとに備えて



障害者扶養共済制度
• 障害のある方を扶養している保護者が､自らの生存中に毎月一定の掛
金を納めることにより､保護者に万一(死亡・重度障害)のことがあった
とき､障害のある方に終身一定額の年金を支給する制度です。

• 都道府県・指定都市が実施している任意加入の制度です。
• 保護者が死亡し、又は重度障害になったとき、障害のある方に毎月２
万円（２口加入の場合は４万円）の年金が生涯にわたり支給されます。

• 加入者の加入時の年齢・加入時期に応じた掛金（5,600円～23,300
円）となっており、２口まで加入できます。

• 掛金の免除制度があります。加入者が65歳（４月１日現在）以降、最
初に到来する加入応当月に達し、かつ、継続して20年以上加入したと
きは、その後の掛金は免除されます。

• 加入者が地方公共団体に支払う掛金は所得控除の対象になります。
• 全国の都道府県・指定都市で加入でき、転出した場合は転出先の都道
府県・指定都市で継続できます。



信託とは

• 委託者から受託者へ信託
した信託財産は、委託者
の財産から切り離される。

• 委託者の死亡時に、信託
財産は相続財産ではない
ので、遺言や遺産分割協
議の対象外。

• 遺言等の影響を受けるこ
となく、信託目的に沿っ
て受益者に財産が給付さ
れる。

• 遺言等と異なり、信託財
産を分割して長期にわた
り受益者に給付すること
ができる。



信託の種類

• ①特定贈与信託

• ②財産承継信託

• ③生命保険信託

• ④家族信託





遺言書の作成

• 遺言書がない場合は、法定相続人全員が財産の分配方法について合意したこ
とを証明する「遺産分割協議書」が必要です (ただし法定相続分どおりに遺産
分割を行う場合は不要)。こには相続人全員の署名と実印が必要になるのです
が、このとき相続人の中に障害のある人がいて、本人では署名ができない、
実印がないといった状況だと、成年後見人をつけてもらう必要があります。

• 遺言があれば、遺産分割の話し合いをする必要はありません。また、遺言に
遺言執行者を指定すれば、障害者が相続の手続きに関与する必要もなくなり
ます。



きょうだい児の悩み

• きょうだい児の数は、推定664万人前後といわれています。

• 親が障害のある兄弟姉妹のケアに忙しく、孤独感を抱きやすい

• 兄弟姉妹の発作や命の危険がある様子などを間近で見て、辛いと感じる。

• えらい子・できる子であることを期待される。

• 子どもの頃から、自分のことよりも障害のある兄弟姉妹のケアを優先する生活を送る。
ヤングケアラーとなる場合も。

• 障害者やその家族に対する世間の偏見に悩まされる。

• 障害のある兄弟姉妹から、日常的に、暴力や嫌がらせなどを受けるきょうだいがいる。

• 進路・結婚・出産を考えるうえで障壁となることがある。

• 「生涯にわたり、障害のある兄弟姉妹の面倒を見なければならない」というプレッ
シャーがある。



きょうだいと扶養義務に関して

• 扶養義務とは、一定範囲内の近親者が、自己の資産や労働のみでは自立した生活を送
れない人を経済的に援助する義務のことをいいます。また、扶養権利者（扶養される
べき人）は、扶養義務者（扶養義務を負っている人）に対して、経済的援助を求める
ことが出来ます。

• 扶養義務者自身の生活は通常どおり送れることを前提として、その余力の範囲内で、
被扶養者を扶養する生活扶助義務をいいます。

• きょうだいの同居や直接的な介護に関しては互いの合意があるときのみで義務ではあ
りません。



将来的にきょうだいが対応すること

• 入所や入院の際の緊急連絡先や身元保証人の対応

• 治療や手術の説明と同意

• 本人が亡くなった時の対応

• 生活保護を申請した時の扶養照会の問い合わせへの回答

• 成年後見人の申し立ての意思確認



きょうだい児において何か対策があったりする
のでしょうか。

• きょうだい児同士の交流の場の提供として、ほかのきょうだい児と出会い、
様々な悩みを共有するウェブサイトやオンラインサービスを提供する支援団
体があります。

• きょうだい児のためのサイトで「Sibkoto（シブコト）」という交流サイトが
あります。

• 厚生労働省では、2015年から「きょうだい児を含む患者・家族の相互交流事
業」を実施。事業の実施主体は各自治体。任意事業のため、実施している自
治体は限られている状況ですが、2021年度からは、政府から専門家を派遣し、
事業の立ち上げをサポートしてます。



あなたも大切な一人です。
• 頑張りすぎない、抱
えこまない、助けて
と言ってもかまいま
せん。

• 子どもさんの人生が
かけがえのないよう
にあなたの人生もか
けがえのないもので
す。

• 一つの家族という歩
みが大切であるのと
同様に、一人ずつの
人生の歩みも大切で
もあります。

• 自立とは子どもさん
の依存先が増えるこ
とであり、支える親
御さんの依存先も増
やすということです。



助けてと言えることが生きる力で
あり、自立です。

そして、助けてといえる社会を創
り続けることが福祉の役割です。


